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序 文     

 

 

日本国政府は、ガーナ共和国政府の要請に基づき、同国の地方基礎医療改善計画にかかる基

本設計調査を行うことを決定し、国際協力事業団がこの調査を実施いたしました。 

 

当事業団は、平成 12 年 3 月 18 日から 5 月 1 日まで基本設計調査団を現地に派遣いたしまし

た。 

 

調査団は、ガーナ政府関係者と協議を行うとともに、計画対象地域における現地調査を実施い

たしました。帰国後の国内作業の後、平成 12 年 7 月 15 日から 8 月 3 日まで実施された基本設計

概要書案の現地説明を経て、ここに本報告書完成の運びとなりました。 

 

この報告書が、本計画の推進に寄与するとともに、両国の友好親善の一層の発展に役立つ  

ことを願うものです。 

 

終わりに、調査にご協力とご支援をいただいた関係各位に対し、心より感謝申し上げます。 

 

 

 

平成 12 年 10 月 

 

 

国際協力事業団           

総裁 斎藤邦彦 



伝 達 状       

 

 

今般、ガーナ共和国における地方基礎医療改善計画基本設計調査が終了いたしましたので、 

ここに最終報告書を提出いたします。 

 

本調査は、貴事業団との契約に基づき、弊社が平成 12 年 3 月 13 日より平成 12 年 11 月 13 日

までの 8.0ヶ月にわたり実施してまいりました。今回の調査に際しましては、ガーナの現状を十分に

踏まえ、本計画の妥当性を検証するとともに、日本の無償資金協力の枠組みに最も適した計画の

策定に努めてまいりました。 

 

つきましては、本計画の推進に向けて、本報告書が活用されることを切望いたします。 
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要 約 

 ガーナ共和国（以下｢ガ｣国）は、西アフリカ諸国のほぼ中央部に位置し、東はトーゴ、北は

ブルキナファソ、西はコートジボアール、南はギニア湾にそれぞれ接している。海岸線は約

560km、面積は 23 万 8,537Km 2 

 （英国とほぼ同じ面積）で、日本の約３分の２（本州の面積）に相

当し、総人口は 1,800 万人である。 

｢ガ｣国は森林、鉱物資源に恵まれ、金、ココア等の輸出によって 1957 年の独立当初

は西アフリカでも裕福な国家であった。しかしながら 1966 年以降の数度の軍事クーデタ

ーとそれに伴う政情不安、暫定国家評議会（PNDC）政権による一時的な社会主義的経済政

策の実施により、経済情勢は悪化の一途を辿ることになった。このため、暫定国家評議会

（PNDC）政権は 1983 年より IMF、世銀の協力を得て｢経済復興計画(EPR)｣を採用すること

を決定し、構造調整政策に基づく経済の自由化路線を推進した結果、1980 年代後半から

年率５％程度の経済成長を達成することができるようになった。しかし、現在では財政収

支・経常収支の赤字、高いインフレ率、高い援助依存度、貧困問題の顕著化等に多くの課

題を抱えている。 

｢ガ｣国主要疾患の大半はマラリア、気管支感染症、下痢症、寄生虫症等、依然として予防

可能な感染症が大半を占めており、特に乳幼児や妊産婦等、社会的弱者への負担となっている。

特に感染症に冒され易い５歳未満の幼児死亡率（対 1,000 人）でみるとガーナは１３２人で、途上

国平均（95 人）やケニヤ（90 人）と比較しても、多くの改善余地が残されている。 

また、近年ではエイズの拡大や、コレラ、黄熱病、髄膜炎などの伝染病の再発も新たな課題

となっている。このような状況下、保健省は 1995 年９月に世銀の援助を受けて国家開発計画｢ガ

ーナビジョン 2020｣に対応した上位計画である｢中期保健戦略（MTHS:Medium Term Health 

Strategy :Toward Vision 2020）｣を策定した。その中で、プライマリー・ヘルスケア∗（PHC）を重視

した費用対効果の高い保健医療サービスに重点を移し、保健医療サービスへのアクセスの改善

と質的向上に取り組むという政策を打ち出している。 

このような状況下、我が国は「ガ」国において 1997 年よりプロジェクト方式技術協力「母子保

健医療サービス向上計画」を実施しており、南部３州（ブロンアファフォ、ウエスタン、ﾎ゙ﾙﾀ）にお

ける医療従事者（助産スタッフ）の現場研修制度とそのプログラムの基礎策定を目指している。 

しかしながら、大半の医療施設において機材が不十分かつ、現有機材が老朽化している現

状にあるため、右プロジェクトの成果を各医療現場に反映させる上での障害となっている。この

ため｢ガ｣国は、プロジェクト方式技術協力「母子保健医療サービス向上計画」実施中の３州に於

ける一次、二次医療施設に対する医療機材および州ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞｾﾝﾀｰに対する、｢母子保健医療

                                                 
∗  プライマリーヘルスケア：科学的に有効でかつ社会的に受容できるやり方で技術的に基づく必要不可

欠な保健活動である。自立と自決の精神に則り、地域社会や国がその発展の度合いに応じ負担できる

費用の範囲内で、地域社会の全ての個人や家族があまねく享受できるよう、十分な住民参加のもとで実

施されるものである。（アルマアタ宣言第６章の一部） 
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サービス向上計画｣に関連した研修用機材の整備について、我が国に無償資金協力を要請し

た。 

日本国政府は本件にかかる基本設計調査の実施を決定し、これにより国際協力事業団は

2000年3月19日から５月１日まで基本設計調査団を現地に派遣し、本プロジェクトの背景、内容

の詳細等について｢ガ｣国政府関係者と協議・確認等を行うと共に各種資料収集を行った。 

その後の国内解析業務を経て基本設計概要書を作成し、2000 年 7 月 15 日から8月 3 日まで

基本設計概要説明調査団を派遣し、｢ガ｣国側関係者との協議結果を踏まえて本プロジェクトに

関する基本設計を策定した。 

 

調査の結果、以下の理由により本プロジェクトの必要性・妥当性が認められた。 

 

① ｢ガ｣国政府は保健医療分野における都市部（首都アクラ周辺地域）と地方に於ける地域間

格差の是正を重点においた「基礎医療改善」を重点事項とし、地方における医療サービスの

改善を目的とした一次、二次医療整備を目指しており、本プロジェクトへの要請内容に合致

している。 

② 要請内容は 1997 年からプロジェクト方式技術協力「母子保健医療サービス向上計画」を実

施している３州（ブロン・アファフォ、ウエスタン、ボルタ）に於ける基礎的医療施設の整備で

あり、本プロジェクトを実施することにより、右プロジェクトの成果の反映を促進することが可能

となる。 

③ 本プロジェクト要請施設の現有機材は、耐用年数を大幅に超過しているものが多く、老朽化

による機材の不具合等で医療活動の停滞を招いており、それらの整備と機能改善は急務で

ある。 

④ 本プロジェクトの調達機材は、各対象施設が現有する機材の更新・補充を主に計画されて

おり、本プロジェクト実施後の維持・管理・運営は「ガ」国側の要員および技術で対応が可能

である。 

⑤ 本プロジェクトは「ガ」国政府保健省の「中期保健戦略」を支援し得るものであり、「PHC」（プ

ライマリ－・ヘルス・ケア）を支援する観点からも、BHN への寄与を目的とした我が国の無償

資金協力の目的に沿うものである。 

 

これらを踏まえ本プロジェクトでの対象施設決定の方針を以下の如く設定した。 

 

① 施設は既存で、活動実績が十分な施設のみを対象とする。 

② 対象施設は県病院、保健センター及び州トレーニングセンターの内で、実施中のプロジェクト

方式技術協力｢母子保健サービス向上計画｣で研修した医療従事者（助産婦）の活動が見

込まれる施設とする。 

③ 州都に位置する県病院は患者数が多く、機材も老朽化していることから、その裨益効果を鑑
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み本プロジェクトの対象とする。 

④ 保健省傘下の施設に限定し、他の非政府組織の施設は本プロジェクト対象外とする。 

⑤ 他の援助機関が協力を実施している施設は重複を避けるため対象外とする。 

 

ただし、ウエスタン州においては、プロジェクト方式技術協力において助産婦の臨床実習を州

病院にて行う計画であるものの、実習に必要な機材が不足していることから、これに必要な産科

関連機材に限定して州病院を対象施設に含める事とする。 

下表に州別計画対象施設を記した。 

 

 

機材計画は以下の方針に基づき策定した。 

 

① 調達対象機材は原則として老朽化により本来の機能を有さない機材、又量的に不

足しており緊急に整備が必要と思われる機材及びプロジェクト方式技術協力｢母子

保健サービス向上計画｣が行っている助産婦の研修に必要な機材とする。 

② 調達機材に対する運営・維持管理が財務的に各実施機関により負担可能な範囲

である機材とする。 

③ 施設の改修工事ならびに電気・水等の設備工事を伴わず、現状のユーティリティで

使用できる機材とする。 

 

 

上記の方針に基づき計画した機材は、外来・診察室（1,493 点）、処置室（1,260 点）、手術室

（942 点）、産科室（2,029 点）、助産婦ﾄﾚー ﾆﾝｸ゙（ 201 点）用の基礎的機材であり、概要は以下のと

ブロン・アファフォ州 ウエスタン州 ボルタ州 合計

保健ｾﾝﾀｰ

15ヶ所：
 ｸﾜﾀｲｱｰ、ﾎﾞﾌｫｸﾛｰ
ﾑ、ﾃﾞﾙﾏ、ｱﾄ゙ﾛﾊﾞ、ｸﾜ
ﾎﾟﾝ、ｱﾖﾑｿ､ﾀﾞﾃﾞｨｴｿｱ
ﾊﾞ、
ｶﾞﾝﾋﾞｱ､ｱﾋﾞﾘｶｽ､ｵﾌﾏ
ﾝ､
ﾃﾞﾋﾞﾋﾞ、ｽﾋﾞﾝｿ、ｻﾋ゙ｰ、
ジェマ、ｺｼﾞｮｸﾛｰﾑ、

16ヶ所：
ﾃｨｺﾎﾞNo1, ｱｲｲﾅｾ、
ｱｺﾞﾅ・ﾝｸﾜﾝﾀ、ｼｬﾏ、
ﾀﾞﾎﾞｱｾ、ﾝｽｱｴﾑ、
ﾎﾞｺﾞｿ、ﾏﾝｿ・ｱﾒﾝﾌｨ、
ｵｯﾎﾟﾝﾊﾞﾚｰ、ﾀﾞﾃﾞｨｴ
ｿ、ｼﾞｭｱﾍﾞｿ、ｴｯｾﾝ、
ｱｺﾝﾄﾝﾌﾞﾗ、ｾｳｨﾌｨ・
ﾍﾞｸﾜｲ、ｾﾌｨ・ｱﾝｳｨｱ
ｿ、
ｴｼｶﾄﾞ,

14ヶ所：
ﾂﾂｸﾍﾟﾝ、ｼﾞｭｱﾎﾟﾝ、
ｱﾄﾞｩﾄｩｰﾙ、ｱﾔﾇｲ、
ﾝｺﾝﾔ・ｳﾙﾎﾟﾝ、ﾀﾞﾝﾊﾞ
ｲ、
ｶﾀﾝﾀ、ﾚｸﾚﾋﾞ・ﾄﾞｩｶﾞ、
ｻﾝﾄﾛｺﾌｨ、ﾃﾌﾚ、ｳｽ
ﾀ、ﾛｸ゙ﾊﾞ・ﾌﾞｲﾝﾀ、
ﾀﾞﾋﾞｴﾌｪ、ｺﾄｶ・ﾒﾓﾘｱﾙ

45ヶ所

県病院

６ヶ所：
ｷﾝﾀﾝﾎﾟ、ｻﾝﾊﾟ、ｸﾜﾒ
ﾀﾞﾝｿ、ｺﾞｱｿ、ｱﾃﾌﾞﾌﾞ、
ｽﾝﾔﾆ、

１ヶ所：
ﾃﾞｨｸｽｺｰﾌﾞ

７ヶ所：
 ﾝｸﾜﾝﾀ、ｿｶﾞｺﾌｪ、
ｱﾌﾗｵ、ｼﾞｬｼｶﾝ、
ｱﾝﾛｶﾞ、ｹﾀｶﾗﾁ、ホ 14ヶ所

州病院
-

１ヶ所：
　ｴﾌｨｱ・ﾝｸﾜﾝﾀ - 1ヶ所

ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞｾﾝﾀｰ
1ヶ所：
　州ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞｾﾝﾀｰ

1ヶ所：
　州ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞｾﾝﾀｰ

1ヶ所：
　州ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞｾﾝﾀｰ 3ヶ所
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おりである（単価が 100 万円以上、または単価 x 数量が 200 万円以上の機材）。 

 

機材名 合計 

台数 

用 途 州病院 県病院 保健ｾﾝﾀ

ｰ 

州ﾄﾚｰﾆ

ﾝｸﾞｾﾝﾀｰ 

診断セット 73 一般用外来診察器具 ― ○ ○ ― 

消毒貯槽缶 90 ｽﾃﾝﾚｽ製の滅菌用カスト ― ― ○ ― 

拡張器 85 産科中絶用膣拡張セット ○ ○ ○ ― 

消毒盤台 11 鉗子消毒用台車 ― ○ ― ― 

機械台 78 ステンレス製治療用鉗子用

台車 

― ○ ○ ― 

作業台 ２２ ステンレス製作業台 ○ ― ― ― 

ストレッチャー 122 患者移送用 ○ ○ ○ ― 

娩出吸引器（電動） 18 分娩時の胎児仮死などの緊

急時に使用する 

○ ○ ― ○ 

移動型無影灯（バッテリー

付き） 

35 手術用照明 ― ○ ― ― 

回診車 76 診察時などの器具台 ○ ○ ○ ― 

器械戸棚 170 器具、鉗子類の保管棚 ○ ○ ○ ○ 

吸引器（電動） 9 手術時の体液吸引に使用 ― ○ ― ― 

検診台 45 外来患者の診察に使用する

台 

― ― ○ ― 

高圧蒸気滅菌装置、縦型 22 手術器具などを滅菌して院

内感染防止する 

○ ○ ― ○ 

煮沸消毒器（足踏み式） 11 鉗子類（金属）の消毒用に

使用 

― ○ ― ― 

手術器具セット 33 手術時使用する標準的鉗

子セット 

○ ― ― ― 

手術台 16 手術の種類や術中の体位

変化が可能な手術室専用

台 

○ ― ― ― 

処置台 45 患者の患部を治療するとき

に使用する台 

― ― ○ ― 

消毒貯槽缶 88 患者の診察・治療を行う時

に治療器具をいれてある専

用缶 

○ ○ ○ ○ 
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衝立（キャスター付き） 90 診察・処置室用衝立 ― ― ○ ― 

新生児ベッド 76 新生児ﾍﾞｯﾄﾞ ○ ○ ○ ○ 

新生児処置台 6 新生児の吸引などの処置を

行う台 

― ― ― ○ 

体重計 90 患者の体重を計測する ― ― ○ ― 

胎児心音計 33 分娩時の胎児の心音を確

認する 

○ ○ ― ○ 

胎児心音計（電池式） 40 分娩時の胎児の心音を確

認する 

― ― ○ ― 

電気メス 9 手術時に患者の切開・凝固

を行う機器 

― ○ ― ― 

分娩器具セット（さい帯ハ

サミ） 

216 分娩用鉗子セット ○ ○ ○ ○ 

分娩台 68 分娩時に使用する専用台 ○ ○ ― ○ 

縫合器具 90 患部の縫合用に使用する鉗

子類器具 

― ― ○ ― 

麻酔器（人工呼吸器付き） 8 手術時患者の無痛手術を

行う時使用する全身麻酔用

機器 

― ○ ― ― 

薬品棚 14 薬物を保管する棚 ― ○ ― ― 

冷蔵庫 54 薬剤の保冷又は患者を冷

やす時の氷を作る 

○ ○ ○ ― 

新生児体重計 85 産後の新生児の体重を測

定する 

○ ○ ○ ○ 

帝王切開セット 30 帝王切開手術を行う時に使

用する鉗子類 

○ ○ ― ― 

車椅子 40 歩行が困難な患者の移動を

補助する 

― ○ ― ― 

注 ○：調達予定､ －：調達無し 

 

 

 

本プロジェクト実施に係る責任機関は、「ガ」国の保健省であり、実施機関として対象施設の運

営監督にかかる実務を遂行するのが、ブロン・アファフォ州、ウエスタン州及びボルタ州の保健局

である。 
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我が国の無償資金協力により本プロジェクトを実施する場合、日本側の概算事業費は６．50 億

円と見込まれる。 「ガ」国側負担金額は機材設置のための改修工事及び設備関連工事が無い

ので、特に計上されない。また本プロジェクトの全体工期は合計１１．７ヶ月を必要とする。 

 

本プロジェクト実施後に導入された医療機材の運用に必要となる予備部品及び消耗品の調達

等維持管理費は次表（C）に示すとおりである。これら維持管理費の試算は、各州の対象施設数

の合計であり、計画機材全てを対象とした。尚、ウエスタン州の州病院は産科関連機材に限定し、

県病院と同レベルの機材仕様のため県病院の維持管理費合計に含めた。また、州ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞセン

ター用機材は維持管理費を必要としない。 

 

1999 年度の各州の県病院と保健センターの全体予算額を表(B)に記し、その年度予算に占

める調達機材の維持管理費比率（C）/(B)を試算した。その結果、本プロジェクトに係る維持管理

費比率は最小でボルタ保健センターの 0.04%から最大でブロン・アファフォ州県病院0.68%である

ことが判明した。 

各州の対象施設予算の１％以下であり、保健省の全体予算増加額（1999 年～2002 年平均

13%）から年間物価上昇率 4.5％(1997 年統計)を差し引いても調達機材の維持管理経費は、｢ガ｣

国で十分負担できる範囲である。 

本プロジェクトは「ガ」国が推進中の「中期保健戦略 2020」及びプロジェクト方式技術協力「母子

保健医療サービス向上計画」実施を支援するため、各計画対象施設において現在不足している

医療機材を整備し、医療活動の充実を図ることを目的とし、以下の効果が期待される。 

 

州名 施設名
単位
(千)

1999年度予算に
おける各州の対
象施設予算額
　　（B)

調達機材に係
る維持管理費
用  （C)

比率
(C)/(B)

￥ 242,319 1,659
ｾﾃﾞｨ 9,231,221 63,200
￥ 104,410 62
ｾﾃﾞｨ 3,977,548 2,362
￥ 294,667 532
ｾﾃﾞｨ 11,225,434 20,267
￥ 108,274 71
ｾﾃﾞｨ 4,124,745 2,705
￥ 348,413 2,154
ｾﾃﾞｨ 13,272,897 82,057
￥ 119,553 44
ｾﾃﾞｨ 4,554,417 1,676

換算ﾚｰﾄ： １US$=105円
１US$=4,000セディ
１セディ＝0.02625円

ボルタ
県病院 0.62%

保健ｾﾝﾀｰ 0.04%

ウエスタン
県病院 0.18%

保健ｾﾝﾀｰ 0.06%

維持管理関連費用の概算

ﾌﾞﾛﾝ・アファフォ
県病院 0.68%

保健ｾﾝﾀｰ 0.06%
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直接効果 

① 基礎的医療体制の強化が実現する。これにより｢ガ｣国３州の対象施設の年間外来・入

院患者約 57.5 万人が質の高いサービスを得られる。 

② ｢ガ｣国３州における出産可能年齢にある約 129 万人の女性及び年間出生する約 5 万

人の新生児が以前より質の高い医療サービスを受けられる。 

③ 本プロジェクトの実施により、３州における医療施設の基礎的診断・治療が改善され、

地域住民約 300 万人に対する質の良い医療サービスの提供が可能となる。 

④ ３州にまたがる保健センター及び県病院等の一次、二次医療施設を同時期に整備す

ることにより、これら医療施設の医療サービス体制が向上し、これまで軽度の疾患でも

二次医療施設に集中していた患者が近隣の一次医療施設を利用するようになり、保

健医療システムが正常化しその結果、施設間のレファラル体制が正常化する。 

⑤ ３州にまたがる州トレーニングセンターの助産婦トレーニング機材及び州病院の産科

用臨床研修機材を整備することにより、それらの施設で研修を受けた助産婦の技術が

向上し、妊産婦に対し適切な医療ｻｰﾋﾞｽの提供が可能となり、３州における妊産婦死

亡率と新生児死亡率の低減につながる。 

 

間接効果 

① 地方住民の医療行政に対する信頼回復 

地方の医療施設の機能改善により、地域住民の医療行政に対する信頼回復に貢献し、

惹いては民政の安定に寄与する。 

 

② 都市部と地方の医療格差是正による地方経済の活性化 

地方レベルで以前より良質な診療サービスを地域住民に提供することにより、地域住

民の健康が保持され、労働意欲が高揚し地域経済の活性化に貢献することが期待で

きる。 

 

以上のことから、本プロジェクトの実施によって多大な効果が期待できること、また維持管理につ

いても実現可能な計画内容であることから、本プロジェクトの実施は妥当であると判断される。 
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｢ガ｣国側のソフト面での整備課題として、以下のものがあげられる。 

 

① 施設運営の改善 

一次・二次医療施設に更なる予算配分を行い、医療施設の基礎的なインフラである

電気、給水、排水等の整備を行う必要がある。 

 

② 地方医療従事者の充実を図る 

医療従事者が都市部に集中し、地方では極度に不足している状況を是正ため、

地方勤務手当の増額及び宿舎等の整備等を通じ、医療従事者の地方勤務を促進す

る必要がある。 

 

③ 機材維持管理の改善 

現在、各州の保健局に医療機材の修理スタッフが常駐しているが、施設によって

は、修理対応方法が異なり、機材の維持管理に問題が生じているので、修理対応シス

テムを定着させる必要がある。 
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